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株主各位

2023年６月13日
株 主 各 位

愛知県常滑市セントレア一丁目１番地
中 部 国 際 空 港 株 式 会 社
代表取締役社長 犬 塚 　 力

１．日 時 2023年６月28日（水曜日）午前10時
２．場 所 愛知県常滑市セントレア一丁目１番地

第２セントレアビル４階　セントレアホール
（末尾の「株主総会会場ご案内」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第25期 ( 2022年 4 月 1 日から

2023年 3 月31日まで )
　

事業報告、連結計算書類並びに

会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第25期 ( 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで )

　
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件
第４号議案 社外取締役の報酬額改定の件

第25回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、当社第25回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申し上げます。
なお、当日のご出席願えない場合は、書面により事前に議決権を行使することができますので、お
手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示いただき、2023年６月27日（火曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいます
ようお願い申し上げます。

敬　具
記

以　上

当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当

社ウェブサイト（https://www.centrair.jp/corporate/ir/stockholder/）に掲載させていただきます。なお、
お土産の配布はございません。また、新型コロナウイルス感染症の拡大状況によって、会場でのマスク着用や検
温等へのご協力をお願いする場合がありますので予めご了承ください。

－ 1 －
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
（執行役員）
第24条  （省略）
２　執行役員の任期は２年とする。なお、取締

役会は、任期の途中であっても執行役員を解
任することができる。

３　（省略）

（執行役員）
第24条  （現行どおり）
２　執行役員の任期は１年以内とする。なお、

取締役会は、任期の途中であっても執行役員
を解任することができる。

３　（現行どおり）

株主総会参考書類
第１号議案　定款一部変更の件
　執行役員の責任を明確化し、経営環境の変化に迅速に対応できる体制を構築することを目的に、執
行役員の任期を２年から１年以内に短縮するものであります。
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分）

－ 2 －
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取締役選任議案

候 補 者
番 号

ふ   り   が   な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有す
る当社
株式数

１
いぬ

犬
 

　
づか

塚
 

　
 

　
りき

力
(1959年4月15日生)

1982年４月 トヨタ自動車工業株式会社入社
2009年６月 トヨタ自動車株式会社総合企画部部長
2011年４月 同社常務役員就任、調査部統括
2013年４月 同社商品・事業企画部統括、第１トヨタ企画部統括
2015年５月 トヨタファイナンシャルサービス株式会社

代表取締役社長
2016年４月 トヨタ自動車株式会社販売金融事業本部本部長
2018年１月 トヨタファイナンシャルサービス株式会社監査役
2019年６月 当社代表取締役社長（現任）
2019年６月 中部国際空港情報通信株式会社代表取締役社長

（現任）
2019年６月 中部国際空港旅客サービス株式会社代表取締役社長

（現任）

１２株

２
さくら

櫻
 

　
い

井
 

　
とし

俊
 

　
き

樹
(1958年6月23日生)

1982年４月 運輸省入省
2013年７月 国土交通省海事局次長
2015年10月 京王電鉄株式会社鉄道事業本部計画管理部嘱託
2017年６月 同社取締役戦略推進本部副本部長沿線価値創造部長
2018年６月 同社取締役戦略推進本部長
2020年６月 同社執行役員鉄道事業本部副本部長安全推進部長
2021年６月 当社代表取締役副社長（現任）
2021年６月 中部国際空港エネルギー供給株式会社代表取締役社

長
2021年６月 中部国際空港施設サービス株式会社代表取締役社長
2021年６月 中部国際空港給油施設株式会社代表取締役社長

１１株

第２号議案　取締役7名選任の件
　本総会終結の時をもって、現任取締役全員（８名）が任期満了となります。つきましては、経営体
制を見直し、経営の監督と業務の執行を分離することで業務の適正を確保するための体制等を整備す
べく、社外取締役を増員することとし、取締役7名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 3 －
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取締役選任議案

候 補 者
番 号

ふ   り   が   な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有す
る当社
株式数

３
し

清
 

　
みず

水
 

　
しげ

成
 

　
のぶ

信
(1955年９月３日生)

1980年４月 中部電力株式会社入社
2009年７月 同社執行役員販売本部法人営業部長
2012年７月 同社常務執行役員名古屋支店長
2015年６月 同社取締役専務執行役員お客さま本部長エネルギー

事業部統括
2016年４月 同社取締役専務執行役員販売カンパニー社長
2018年４月 同社取締役　電気事業連合会出向（専務理事）
2018年６月 同社参与　電気事業連合会出向（専務理事）
2019年４月 同社専務執行役員待遇　電気事業連合会出向（専務

理事）
2020年４月 同社専務執行役員待遇　電気事業連合会出向（副会

長）
2020年５月 同社副社長執行役員待遇　電気事業連合会出向（副

会長）
2022年４月 同社特別嘱託（現任）
2022年６月 当社社外取締役（現任）

－

４
なか

中
 

　
むら

村
 

　
あき

昭
 

　
ひこ

彦
(1959年11月21日生)

1982年４月 株式会社東海銀行入社
2006年７月 株式会社三菱東京UFJ銀行厚木支社長
2009年６月 同社執行役員中部エリア支店担当
2010年５月 同社執行役員名古屋営業本部名古屋営業第二部長
2012年５月 同社常務執行役員中部エリア支社担当
2015年５月 同社常務執行役員東日本エリア支社担当
2016年５月 同社専務執行役員東日本エリア支社担当
2018年５月 株式会社三菱UFJ銀行副頭取執行役員中部駐在
2018年６月 同社取締役副頭取執行役員中部駐在
2022年４月 同社取締役副頭取執行役員
2022年６月 同社常任顧問（現任）
2022年６月 当社社外取締役（現任）

－
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取締役選任議案

候 補 者
番 号

ふ   り   が   な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有す
る当社
株式数

５
たけ

武
 

　
だ

田
 

　
けん

健
 

　
た

太
 

　
ろう

郎
(1968年１月５日生)

1991年４月 東海旅客鉄道株式会社入社
2008年７月 同社東海鉄道事業本部管理部人事課長
2010年７月 同社総合企画本部投資計画部担当課長
2012年６月 同社総務部総務課長
2014年７月 同社総務部次長
2015年７月 同社総合企画本部経営管理部担当部長
2016年６月 同社総合企画本部経営管理部長
2018年７月 同社総合企画本部副本部長・経営管理部長
2019年６月 同社執行役員広報部長
2021年６月 同社常務執行役員広報部長
2022年６月 同社専務執行役員総合企画本部長（現任）
2022年６月 当社社外取締役（現任）

－

（新任）
6

き

城
 

　
ど

戸
 

　
ま

真
 

　
あ

亜
 

　
こ

子
(1961年8月28日生)

1997年４月 経済産業省伝統工芸品産業審議会委員
2006年９月 学研・城戸真亜子アートスクール主宰（現任）
2007年４月 株式会社テレビ東京放送番組審議会委員
2007年７月 中日本高速道路株式会社CSR懇親会委員
2007年10月 当社顧問（現任）
2012年12月 株式会社学研ホールディングス社外取締役（現任）
2015年４月 BPO放送と人権等権利に関する委員会委員
2017年６月 学校法人田中千代学園理事（現任）
2021年６月 株式会社ダイドーリミテッド社外監査役（現任）

－

（新任）
7

はやし

林
 

　
 

　
まさ

全
 

　
ひろ

宏
(1961年9月15日生)

1984年４月 愛知県入庁
2009年４月 同県総務部財政課主幹
2013年４月 同県総務部財産管理課長
2015年４月 同県政策企画局政策調整課長
2016年４月 同県建設部次長
2017年４月 同県総務部次長
2018年４月 同県東三河総局長
2019年４月 同県建設局長
2020年４月 同県総務局長
2022年４月 同県副知事（現任）

－

（注）１．各取締役候補者と当社との間における特別の利害関係はありません。
２．取締役候補者清水成信、中村昭彦、武田健太郎、城戸真亜子（戸籍上の氏名：𠮷田眞亜子）及び林全

宏の各氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者であります。

－ 5 －



2023/05/29 17:31:34 / 23986301_中部国際空港株式会社_招集通知

取締役選任議案

３．取締役候補者清水成信氏は、地元インフラ企業及び業界団体の要職を歴任し、経営全般において、豊
富な経験と高い識見を有しております。これらに基づき、当社の経営に対して、客観的・専門的な視
点から、有益な助言やご指導をいただき、当社の業務執行を監督いただくという趣旨から、同氏を社
外取締役候補者としております。

４．取締役候補者中村昭彦氏は、銀行の要職を歴任し、経営全般において、豊富な経験と高い識見を有し
ております。これらに基づき、当社の経営に対して、客観的・専門的な視点から、有益な助言やご指
導をいただき、当社の業務執行を監督いただくという趣旨から、同氏を社外取締役候補者としており
ます。なお、同氏が取締役を務めていた株式会社三菱UFJ銀行は、米国通貨監督庁（Office of the 
Comptroller of the Currency、以下OCC）との間で、米国の銀行秘密法に基づくマネーローンダ
リング防止に関する内部管理態勢等が不十分であるとのOCCからの指摘に関し、2019年2月、改善
措置等を講じることで合意しました。

５．取締役候補者武田健太郎氏は、地元交通インフラ企業の要職を歴任し、公共交通機関運営事業者とし
ての、豊富な経験と高い識見を有しております。これらに基づき、当社の経営に対して、客観的・専
門的な視点から、有益な助言やご指導をいただき、当社の業務執行を監督いただくという趣旨から、
同氏を社外取締役候補者としております。

６．取締役候補者城戸真亜子氏は、社外役員になること以外の方法で会社の経営に関与された経験はあり
ませんが、長年に亘り当社顧問（地元自治体・経済団体のリーダーを中心とする有識者で、空港運営
へのアドバイスを適宜いただく方々）を務められ、当社事情に精通しております。また、東京証券取
引所上場企業の社外取締役・社外監査役や学校法人理事なども歴任される中で培った経営全般にわた
る豊富な経験と高い識見を有しております。これらに基づき、当社の経営に対して、客観的・専門的
な視点から、有益な助言やご指導をいただき、当社の業務執行を監督いただくという趣旨から、同氏
を社外取締役候補者としております。

７．取締役候補者林全宏氏は、会社の経営に関与された経験はありませんが、地元自治体においてインフ
ラを始めとする都市作りや運営等に係る要職を歴任し公的機関としての、豊富な経験と高い識見を有
しております。これらに基づき、当社の経営に対して、客観的・専門的な視点から、有益な助言やご
指導をいただき、当社の業務執行を監督いただくという趣旨から、同氏を社外取締役候補者としてお
ります。

８．取締役候補者清水成信、中村昭彦、武田健太郎、城戸真亜子及び林全宏の各氏が選任された場合は、
独立した立場から専門的知見を活かした提言及び判断を取締役会等において実施いただくことにより
当社経営に関与いただくことを期待しております。

９．取締役候補者清水成信氏、中村昭彦氏、武田健太郎氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社
外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。

１０．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を締
結しており、当社取締役を含む被保険者の株主代表訴訟等における争訟費用及び損害賠償金等を填補
することとなっております（ただし、被保険者の犯罪行為等に起因する場合を除く）。各候補者が取
締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更
新時においても同内容での更新を予定しております。

－ 6 －
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監査役選任議案

候 補 者
番 号

ふ   り   が   な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有す
る当社
株式数

（新任）
１

なん

難
 

　
ば

波
 

　
しん

伸
 

　
じ

治
(1962年12月25日生)

1986年４月 名古屋市入庁
2011年４月 同市栄市税事務所市民税課長
2011年５月 同市消防局防災部防災室主幹（地域防災計画担当）
2013年４月 同市消防局防災部防災企画課長
2014年４月 同市消防局防災・危機管理部危機管理課長
2015年４月 同市総務局企画部企画課長
2017年４月 同市総務局企画部長
2020年４月 同市経済局長
2021年６月 同市総務局長

－

２
ばん

坂
 

　
の

野
 

　
けい

恵
 

　
ぞう

三
(1956年6月21日生)

1979年４月 自治省入省
2001年７月 総務省消防庁救急救助課長
2002年４月 救急救命東京研修所副所長
2005年４月 消防団員等公務災害補償等共済基金事務局長
2009年１月 消防科学総合センター常務理事
2017年７月 全国消防長会事務総長
2019年６月 当社常勤監査役（現任）
2019年６月 中部国際空港施設サービス株式会社監査役（現任）
2019年６月 中部国際空港給油施設株式会社監査役

－

第３号議案　監査役２名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査役坂野恵三及び小山祥之の両氏が任期満了となりますので、監査役
２名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．監査役候補者は全員、会社法施行規則第２条第３項第８号に定める社外監査役候補者であります。
３．難波伸治及び坂野恵三の両氏は、これまでの業務経験を活かして公正で幅広い見地からの当社監査体制の維持とい

う観点から、社外監査役候補者として選任しております。なお、難波伸治氏は、直接経営に関与された経験はあり
ませんが、上記の理由により社外監査役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。ま
た、坂野恵三氏は、過去に社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、上記
の理由により社外監査役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。

４．坂野恵三氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって4年と
なります。

５．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を締結しており、当
社監査役を含む被保険者の株主代表訴訟等における争訟費用及び損害賠償金等を填補することとなっております
（ただし、被保険者の犯罪行為等に起因する場合を除く）。各候補者が監査役に選任され就任した場合は、当該保
険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

　なお、本議案につきましては、中部国際空港の設置及び管理に関する法律（平成10年法律第36
号）による国土交通大臣の認可を条件といたします。
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取締役報酬改定議案

第４号議案　社外取締役の報酬額改定の件
　当社の社外取締役を含む取締役の報酬額は、2021年6月24日開催の第23回定時株主総会におい
て、取締役の報酬限度額を年額151百万円以内（うち社外取締役分９百万円以内）とすることをご承
認いただき、現在に至っております。
　今般、社外取締役を増員することに伴い、取締役の報酬限度額を現行の年額151百万円以内に据置
いたうえで、そのうち社外取締役分を年額15百万円以内に改定させていただきたいと存じます。な
お、取締役の支給額には、引き続き使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれないものといたしま
す。
　当社における取締役個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容の概要は添付書類の事業報告18
頁から20頁に記載のとおりであり、本議案をご承認いただいた場合でも当該方針を変更することは
予定しておりませんが、本議案は、社外取締役に対して付与する固定の金銭報酬枠のみを改定する議
案であるところ、社外取締役の増員を鑑み合理的な内容となっており、相当であると判断しておりま
す。 
　また、現在の取締役は8名（うち社外取締役3名）でありますが、第2号議案が原案どおり承認可決
されますと、取締役は7名（うち社外取締役5名）となります。 

以上
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当事業年度の事業の状況

事　 業　 報　 告

〔 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで 〕

（提供書面）

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度における我が国の経済は、資源価格の上昇の影響を受けつつもコロナ禍か

らの社会経済活動の正常化が進み、穏やかな回復が続いています。その中で、日本国内におけ
る人の往来は、全国旅行支援の後押しもあり、当年度末にはコロナ禍前に近い水準まで回復し
ています。国際的な人の往来についても、水際対策の緩和によりアジア諸国からの訪日客を中
心に伸長しました。

このような情勢のなか、当グループは、セントレアをご利用いただくお客様及び従業員の
安全を最優先に考え、新型コロナウイルス感染症の対策を継続して行いました。また、各国の
水際対策の緩和等を受け、国際線旅客便の復便が相次ぎ、約2年半ぶりに第２ターミナルの全
面供用を再開しました。

顧客体験価値の向上についても、カームダウン・クールダウンスペースを国際線エリアに
設置する等、その取り組みを進め、2023年2月には、英国SKYTRAX社が実施する顧客サービ
スに関する国際空港評価Regional Airport部門において9年連続で世界第1位を受賞すること
ができました。

また、コロナ禍から回復するお客様への対応と同時に、持続可能な社会の実現や未来への
更なる成長に向けて、様々な施策を実施しました。

当空港における滑走路増設につきましては、空港島内での整備に向けて、2022年9月に
「中部国際空港滑走路増設PIレポート」を公表して意見収集を行いました。2023年1月には
環境影響評価法の規定に基づき「中部国際空港滑走路増設事業に係る環境影響評価方法書」を
縦覧・公表するとともに説明会を開催する等、その取り組みを着実に進めてまいりました。

その他にも、「セントレア・ゼロカーボン2050」の実現に向けたパートナー契約の締結、
ペットボトルの水平リサイクルの開始、セントレアの魅力創出・課題解決を協働して推進する
ことを目的とした「centrair×スタートアップピッチ 2021」の実用化等を実施しました。
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当事業年度の事業の状況

通期における当グループの事業別の状況につきまして、以下のとおりご報告申し上げま
す。

空港事業につきましては、国際線においては、未だ同感染症の影響を受けているものの、
日本を含む各国の水際対策が緩和されたことを受けて旅客便の復便が相次ぎ、発着回数及び旅
客数ともに前期から大きく伸長しています。国内線におきましても、同感染症の再拡大による
いわゆる第７波が発生したものの、10月以降はコロナ禍前の8割から9割程度で旅客数が推移
する等、需要の力強い回復が見られ、前期を上回る発着回数及び旅客数となりました。国際貨
物取扱量については、日米間における国際貨物需要に対応すべくDHL Expressやチャイナエ
アラインが増便したこと等により、前期を上回る結果となりました。

運用面につきましては、航空機搭乗エリア誤侵入に対処する訓練や商業施設での総合消防
訓練のほか、大規模災害発生時を想定した訓練を関係事業者と連携して実施しました。また、
引き続き、空港島内事業者を対象とした安全教育を実施することにより事業者全体の知識向上
を図る等、安全体制の維持に努めました。このほかにも、空港施設の保全基準や需要に応じた
運用サービスレベルの見直し、情報通信システムにおける重障害の未然防止策の実施等に継続
して取り組むことにより、安全・安心を確保しつつ、更に効率的な施設維持を推進しました。

また、航空機の定時運航に向けた空港島内事業者との日々の緊密な連携の積み重ねもあ
り、2023年1月には英国航空データ分析会社シリウムが実施する2022年定時出発率評価
「The On-Time Performance Awards 2022」において、中規模空港部門の世界第1位を獲
得しました。

商業事業につきましては、引き続き免税店が大きく影響を受ける一方で、免税店以外の商
業店舗につきましては、6月には国際線搭乗エリアを除く第１ターミナルの飲食・物販店の約
70店舗全店が営業を再開し、その前後も含め当期中には地域グルメをはじめとする様々な店
舗が新規オープンしました。また、2023年2月には、開港18周年にあわせ総合リラクゼーシ
ョン施設「くつろぎ処」を全面リニューアルオープンしました。

また、お客様に一層セントレアを楽しんでいただくべく、万全の感染症対策を講じた上
で、音楽フェスティバルやファミリー・航空ファン向けイベント等を徐々に再開しました。更
には、国内QRコード（※）決済の導入準備等お客様の利便性向上に資する取り組みも進めて
まいりました。

当期の国際線旅客数は約82万人（前期比1491％）、国内線旅客数は約519万人（同
187％）、国際貨物取扱量は約11.7万トン（同105％）、航空機の発着回数は国際線が約1.1
万回（同158％）、国内線が約5.8万回（同132％）となり、前期より大きく増加しました。

以上の結果、当グループの売上高は前期比150.0％の24,509百万円、営業損失は6,749百
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当事業年度の事業の状況

万円（前期は11,813百万円の営業損失）、経常損失は7,203百万円（前期は12,107百万円の
経常損失）、親会社株主に帰属する当期純損失は7,398百万円（前期は12,295百万円の親会
社株主に帰属する当期純損失）となりました。

当グループは、コロナ禍前の経営状況には未だ回復しておりませんが、日本を含む各国の
水際対策が緩和され、全国旅行支援等政府による旅行需要喚起策が実施される等、急速に航空
旅客数が伸長しつつあり改善がみられます。

セントレアが引き続き多くのお客様にご利用いただけるよう、来たる需要回復期を見据え
て事業運営に取り組んでまいります。

　※　「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

②　設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資額につきましては、空港内各所の防災設備の更新、情報通信シス

テムのサーバ更新、空港消防車両の更新の他、総合リラクゼーション施設「くつろぎ処」の全
面リニューアルをはじめとする商業店舗改修等を実施した結果、1,410百万円となりました。

③　資金調達の状況
当連結会計年度の資金調達につきましては、既往の社債（政府保証債）の借換え及び長

期借入金の返済等への充当を目的として、社債（政府保証債など）29,300百万円の発行
を行いました。また、中部国際空港の滑走路の増設に向けた調査に要する経費への充当を
目的として、地方公共団体より200百万円の借入を行いました。

また、翌連結会計年度につきましては、 政府保証債等による資金調達を、最大27,850
百万円まで実施できるよう国からの事業計画認可をいただいております。

－ 11 －



2023/05/29 17:31:34 / 23986301_中部国際空港株式会社_招集通知

企業集団の直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

区 分 第　22　期
(2020年3月期)

第　23　期
(2021年3月期)

第　24　期
(2022年3月期)

第　25　期
(当連結会計年度)
(2023年3月期)

売 上 高 65,580百万円 15,109百万円 16,342百万円 24,509百万円

経常利益又は経常損失(△) 7,238百万円 △17,022百万円 △12,107百万円 △7,203百万円
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 又 は
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 ( △ ) 4,743百万円 △17,998百万円 △12,295百万円 △7,398百万円
１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△) 2,834円99銭 △10,755円65銭 △7,347円60銭 △4,421円47銭

総 資 産 450,080百万円 442,310百万円 441,583百万円 436,233百万円

純 資 産 113,287百万円 95,385百万円 83,150百万円 75,596百万円

１ 株 当 た り 純 資 産 額 67,001円43銭 56,254円51銭 48,908円06銭 44,511円95銭

⑵　企業集団の直前３事業年度の財産及び損益の状況

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

中部国際空港エネルギー供給株式会社 1,600百万円 51.0％ 電 気 熱 供 給 事 業

中 部 国 際 空 港 情 報 通 信 株 式 会 社 40百万円 100.0％ 情 報 通 信 設 備 保 守 管 理 事 業

中部国際空港旅客サービス株式会社 50百万円 100.0％ 旅客案内及び直営商業店舗運営事業

中部国際空港施設サービス株式会社 40百万円 100.0％ 空 港 施 設 保 守 管 理 事 業

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社との関係

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

（注）１．中部国際空港給油施設株式会社は、2022年4月1日付で中部国際空港施設サービス株式会社を存続会
社とする吸収合併方式により、解散しました。

 ２．当社は、2023年1月31日付で、中部国際空港情報通信株式会社の発行済株式のうち当社以外が保有
する全てを譲受けました。また、同社は、2023年３月23日付で減資を行い、資本金が40百万円とな
っております。
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対処すべき課題

⑷　対処すべき課題
次期連結会計年度であります2023年度においても、我が国の経済は資源価格の変動や地政

学的リスク等により不確実性が残る一方で、新型コロナウイルス感染症の感染症法の位置付
けが季節性インフルエンザと同等の５類に変更されること等より、国際内を問わず、人の往
来は更に加速して回復することが期待されています。

こうした中、セントレアグループは、2030年において日本の主要な国際拠点空港として航
空旅客数2000万人級を達成することを目指し、安全を堅持し安心して利用でき、地域社会の
発展に貢献する、スマートで魅力的な空港づくりに取り組みます。そのため、2023〜2025 
年度を「回復・基盤作り期」、2026〜2030年度を「成長・変革期」と位置付け、「回復・
基盤作り期」においては、早期黒字化と2025年度までの新型コロナウイルス感染症発生前の
旅客数水準への回復を最優先とすると同時に、今後の航空需要の更なる伸長を取り込むため
の取り組みをグループ一丸となって進めるべく、「2023〜2025年度セントレアグループ中
期経営戦略」を策定しました。

当戦略においては、以下の９つの重点施策を掲げた上で、目まぐるしく変わる経営環境に
対応した戦略立案を行い、次の「成長・変革期」に繋げてまいります。

〔重点施策〕
・安全・安心の提供
・地域と一体となった誘致活動による航空ネットワークの再生
・空港受入れ能力の確保・強化
・増設滑走路の2027年度供用開始に向けた準備
・テクノロジーの積極活用等による、空港運用の最適化や顧客体験価値の向上
・2050年カーボンニュートラルに向けたCO2削減の着実な推進
・様々なイベントリスクに耐えうる、事業領域の再編成と収益力の強化
・働きがいがあり、誰もが活躍できる職場づくりとプロフェッショナル人材の育成
・コーポレートガバナンスの強化

当グループは、この中期経営戦略を達成し、更なる進化を遂げるべく取り組んでまいりま
すので、株主の皆様におかれましては、より一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申
し上げます。
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主要な事業内容、主要な事業所、使用人の状況

⑸　主要な事業内容（2023年３月31日現在）
　当グループは、中部国際空港の設置及び管理に関する法律（平成10年法律第36号）に基づ
き、中部国際空港等の設置及び管理を効率的に行うことを目的とする事業主体であり、①中部国
際空港の設置及び管理、②中部国際空港における航空機の離陸又は着陸の安全を確保するために
必要な航空保安施設の設置及び管理、③航空旅客及び航空貨物の取扱施設、航空機給油施設その
他の中部国際空港の機能を確保するために必要な施設及び商業施設の建設及び管理を主な事業と
しております。

⑹　主要な事業所（2023年３月31日現在）
①　当社の主要な事業所

本社（愛知県常滑市）、東京事務所（東京都千代田区）

②　主要な子会社の事業所
中部国際空港エネルギー供給株式会社（愛知県常滑市）
中部国際空港情報通信株式会社（愛知県常滑市）
中部国際空港旅客サービス株式会社（愛知県常滑市）
中部国際空港施設サービス株式会社（愛知県常滑市）

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

939名（31名） 37名減（3名増）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

292名（8名） 10名減（3名増） 42.6歳 9.6年

⑺　使用人の状況（2023年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数でありパート及び派遣社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

②　当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数でありパート及び派遣社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

－ 14 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2023/05/29 17:31:34 / 23986301_中部国際空港株式会社_招集通知

主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

借 入 先 借 入 残 高

政 府 69,893百万円

愛 知 県 14,753百万円

名 古 屋 市 7,111百万円

岐 阜 県 1,632百万円

三 重 県 1,632百万円

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 7,299百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,705百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,968百万円

株 式 会 社 中 京 銀 行 1,963百万円

株 式 会 社 名 古 屋 銀 行 1,752百万円

⑻　主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）
①　無利子借入先

②　有利子借入先

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

－ 15 －



2023/05/29 17:31:34 / 23986301_中部国際空港株式会社_招集通知

株式の状況、新株予約権等の状況

①　発行可能株式総数 1,673,360株
②　発行済株式の総数 1,673,360株
③　株主数 1,074名

株 主 名
当 社 へ の 出 資 状 況

持 株 数 持 株 比 率

国 土 交 通 大 臣 669,320株 39.99%

愛 知 県 98,251株 5.87%

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 54,030株 3.22%

中 部 電 力 株 式 会 社 50,000株 2.98%

東 海 旅 客 鉄 道 株 式 会 社 50,000株 2.98%

ト ヨ タ 自 動 車 株 式 会 社 50,000株 2.98%

名 古 屋 鉄 道 株 式 会 社 50,000株 2.98%

名 古 屋 市 47,359株 2.83%

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 15,000株 0.89%

株 式 会 社 デ ン ソ ー 12,000株 0.71%

東 邦 瓦 斯 株 式 会 社 12,000株 0.71%

日 本 碍 子 株 式 会 社 12,000株 0.71%

２．会社の現況
⑴　株式の状況（2023年３月31日現在）

④　大株主（上位12名）

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対して交付した株式の状況
該当事項はありません。

⑵　新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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会社役員の状況

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 犬 塚 　 力 中部国際空港情報通信株式会社代表取締役社長

代 表 取 締 役 副 社 長 櫻 井 俊 樹 中部国際空港エネルギー供給株式会社取締役

取 締 役 八 鍬 　 隆 執行役員　空港運用本部長　施設企画担当（第二滑走
路担当兼務）

取 締 役 永 江 秀 久 執行役員　営業推進本部長

取 締 役 間 所 陽 一 郎 執行役員　経営企画 地域共生 スーパー・スマート推進担当

取 締 役 清 水 成 信 中部電力株式会社特別嘱託

取 締 役 中 村 昭 彦 株式会社三菱UFJ銀行常任顧問

取 締 役 武 田 健 太 郎 東海旅客鉄道株式会社専務執行役員総合企画本部長

常 勤 監 査 役 池 田 　 潤

常 勤 監 査 役 坂 野 恵 三

監 査 役 小 山 祥 之

地 位 氏 名

空 港 運 用 本 部 長 　 施 設 企 画 担 当
（ 第 二 滑 走 路 担 当 兼 務 ） 八 鍬 　 隆

営 業 推 進 本 部 長 永 江 秀 久

経 営 企 画  地 域 共 生
ス ー パ ー ・ ス マ ー ト 推 進 担 当 間 所 陽 一 郎

総 務 担 当
（ 情 報 セ キ ュ リ テ ィ 統 括 担 当 兼 務 ） 新 屋 修 一

⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（2023年３月31日現在）

（注）１．取締役清水成信氏、中村昭彦氏、武田健太郎氏は、社外取締役であります。
２．監査役は全員、社外監査役であります。
３．2022年6月29日開催の第24回定時株主総会終結の時をもって、取締役丹羽俊介氏は辞任により退
　　任いたしました。
４．当社は執行役員制度を導入しており、2023年３月31日現在の執行役員は次のとおりであります。
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会社役員の状況

地 位 氏 名

地 域 共 生 部 長 筒 井 薫 生

空 港 事 業 部 長 堀 田 大 祐

空 港 運 用 副 本 部 長
（ 空 港 運 用 ・ 危 機 管 理 担 当 ） 坂 　 紀 廣

財 務 担 当 安 田 雄 策

商 業 事 業 部 長 中 村 治 男

中 部 国 際 空 港 旅 客 サ ー ビ ス ㈱ 出 向 鈴 木 健 一

②　責任限定契約の内容の概要
　　該当事項はありません。

③　補償契約の内容の概要等
　　該当事項はありません。

④　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　　当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しておりま

す。当該保険契約の被保険者の範囲は当社のすべての取締役、監査役及び執行役員であり、被保険者は保
険料を負担しておりません。被保険者が会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含む）に起
因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等を補償するものとし
ます。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損害等は補償対象外とする
ことにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じております。

⑤　取締役及び監査役の報酬等
イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年２月25日及び2021年６月3日開催の取締役会において、取締役の個人別の報
酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。また、取締役会は、当事業年度にかかる取締
役の個人別の報酬等について、一定の手続を経たうえで決定されていることから当該決定方針に
沿っていると判断しております。
取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

－ 18 －
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会社役員の状況

a. 確定額報酬等に関する方針
役位に応じた固定報酬とします。

b. 業績連動報酬等に関する方針
業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する貢献意欲を一層高めるため業績
指標を反映させた現金報酬とし、各事業年度の「親会社株主に帰属する当期純利
益」、「連結利払い前・税引き前・減価償却前利益（EBITDA）」及び「連結売上高
営業利益率（ROS）」の目標値に対する達成度合いにより算出された額を毎年１回、
一定の時期に支給します（親会社株主に帰属する当期純利益：連結利払い前・税引き
前・減価償却前利益（EBITDA）：連結売上高営業利益率（ROS）＝４：３：３）。
なお、本制度の概要は次のとおりです。ただし、社外取締役は除きます。
＜概要＞
個別支給額の算定は、業績連動報酬の標準報酬額（以下「標準報酬額」という）に業
績指標ごとに評価係数を乗じた額とします。なお、各指標の上限値を超えるときは上
限値を、下限値を下回るときは下限値を実績値とします。
・業績指標：親会社株主に帰属する当期純利益
　標準報酬額×実績値÷50億円×4÷10・・・（A）
　目標値 50億円、上限値 100億円、下限値0億円
・業績指標：連結利払い前・税引き前・減価償却前利益（EBITDA）
　標準報酬額×（実績値-135億円）÷50億円×3÷10・・・（B）
　目標値 185億円、上限値 235億円、下限値135億円
・業績指標：連結売上高営業利益率（ROS）
　標準報酬額×（実績値-12.5%）÷2.5%×3÷10・・・（C）
　目標値 15%、上限値 17.5%、下限値12.5%
業績連動報酬の個別支給額＝(A)＋(B)＋(C)
目標値を100%とし、実績値に応じて0～200%の範囲で変動します。

c. 非金銭報酬等に関する方針
該当事項はありません。

d. 報酬等の割合に関する方針
確定報酬：業績連動報酬＝87.5:12.5
（各業績指標の実績値がすべて目標値の場合）
ただし、社外取締役は確定額報酬をすべてとします。
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会社役員の状況

区分
報酬等
の総額

(百万円)

報酬等の種類別の総額
（百万円） 対象となる

役員の員数
(名)確定額

報酬等
業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

67
(5)

67
(5) - - 9

(4)
監 査 役

（う ち 社 外 監 査 役）
41

(41)
41

(41) - - 3
(3)

合計
（う ち 社 外 役 員）

109
(46)

109
(46) - - 12

(7)

e. 報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針
確定報酬額（固定報酬）は在任中において月例で支払います。
業績連動報酬は当事業年度分を翌年度開催される定時株主総会終了後に算定し、１月
内に支払います。

f. 報酬等の内容の決定について取締役その他の第三者への委任に関する事項
取締役会決議に基づき代表取締役社長犬塚力がその具体的な内容の決定についての委
任を受けるものとし、その権限の内容は、役位に応じた固定報酬の額及び役位に応じ
た業績連動報酬の標準報酬額とします。委任した理由は、当社全体の状況を勘案しつ
つ各取締役の職責を評価するには代表取締役社長が適していると判断したためです。

g. 報酬等の内容の決定方法（上記f.を除く）
該当事項はありません。

h. その他個人別報酬等の内容の決定に関する重要な事項
該当事項はありません。

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１．上表には、2022年６月29日開催の第24回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役
1名（うち社外取締役1名）を含んでおります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役の報酬限度額は、2021年６月24日開催の第23回定時株主総会において年額151百

万円以内（うち社外取締役分９百万円以内、ただし使用人分給与は含まない。）とし、当
該年額（社外取締役分を除く）のうち32百万円を上限として取締役（社外取締役を除く）
の報酬額の一部に「親会社株主に帰属する当期純利益」、「連結利払い前・税引き前・減
価償却前利益（EBITDA）」及び「連結売上高営業利益率（ROS)」を業績指標とする業績
連動報酬を導入すると決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は8
名（うち社外取締役１名）です。
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会社役員の状況

区分 氏名 取締役会出席状況 監査役会出席状況

社外取締役
清水成信 全13回中  9回 -
中村昭彦 全13回中10回 -

武田健太郎 全13回中10回 -

社外監査役
池田潤 全13回中13回 全16回中16回

坂野恵三 全13回中13回 全16回中16回
小山祥之 全13回中13回 全16回中16回

４．監査役の報酬限度額は、2005年６月24日開催の第７回定時株主総会において年額52百万
円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

⑥　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・社外取締役清水成信氏は、中部電力株式会社の特別嘱託及び株式会社十六銀行の取締役
であります。当社と兼職先との間には特別な関係はありません。

・社外取締役中村昭彦氏は、株式会社三菱UFJ銀行の常任顧問、東栄株式会社の取締役、
木曽駒高原観光開発株式会社の監査役及び中産連ビルディング株式会社の監査役であり
ます。当社と兼職先との間には特別な関係はありません。

・社外取締役武田健太郎氏は、東海旅客鉄道株式会社の専務執行役員、株式会社ジェイア
ール東海髙島屋及びジェイアールセントラルビル株式会社の取締役であります。当社と
兼職先との間には特別な関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

・社外取締役清水成信氏は地元インフラ企業及び業界団体の要職としての豊富な経験及び
幅広い見地から、取締役会では積極的に意見を述べており、客観的・専門的な立場から
監督・助言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果た
しております。

・社外取締役中村昭彦氏は銀行の要職としての豊富な経験及び幅広い見地から、取締役会
では積極的に意見を述べており、客観的・専門的な立場から監督・助言を行うなど、意
思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

・社外取締役武田健太郎氏は地元交通インフラ企業の要職としての豊富な経験及び幅広い
見地から、取締役会では積極的に意見を述べており、客観的・専門的な立場から監督・
助言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしてお
ります。
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会社役員の状況

・社外監査役池田潤氏、坂野恵三氏、小山祥之氏はこれまでの業務経験を活かして公正で
幅広い見地から、取締役会の意思決定の適正性・妥当性を確保するための発言を行って
おります。また、監査役会において、監査結果についての意見交換、監査に関する重要
事項の協議等を行っております。

（注）社外取締役清水成信氏、中村昭彦氏、武田健太郎氏は、2022年６月29日開催の第24回定
時株主総会において選任されたため、取締役会の開催回数が他の社外役員と異なります。な
お、就任後の取締役会の開催回数は10回であります。
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会計監査人の状況

支 払 額
　当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 21百万円
　当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 26百万円

⑷　会計監査人の状況
①　名　　　称　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

（注）１．当社の子会社であります中部国際空港エネルギー供給株式会社につきましても有限責任監査法人トー
マツが会計監査人となっております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等
の額にはこれらの合計額を記載しております。

３．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監
査人の監査計画、監査の実施状況、及び報酬見積りの算出根拠などを確認し、検討した結果、会計監
査人の報酬等について同意を行っております。

③　非監査業務の内容
当社は、有限責任監査法人トーマツに対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務
（非監査業務）である「社債発行に伴うコンフォートレター作成業務」についての対価を支
払っております。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。また、監査役会が、会社法第340条第１項各号に定める解任事由に該当すると判断した
場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が
選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及
びその理由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要
　　該当事項はありません。

⑥　補償契約の内容の概要等
　　該当事項はありません。

－ 23 －



2023/05/29 17:31:34 / 23986301_中部国際空港株式会社_招集通知

業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要

⑸　業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の

適正を確保するための体制についての決定概要は以下のとおりであります。
Ⅰ　取締役、社員の職務の執行が法令及び定款に適合すること、また、損失の危険（リスク）を

適切に管理することを確保するための体制の整備
１　取締役会、監査役によるコンプライアンス、適切なリスク管理の確保のための監督・監視

体制について
(1) 必要な知識と経験を有する社外取締役の選任
(2) 必要な知識と経験を有する監査役の選任及び監査役の監査環境整備
(3) 重要な非通例的取引、重要な会計上の見積り、会社と取締役との取引、関係会社との取
引等に対する取締役会による管理
(4) 代表取締役等によるコンプライアンス、適切なリスク管理体制を確立するための取組み
の状況（内部通報の状況を含む。）及び重大な不正事案等の取締役会への報告

２　コンプライアンス及びリスク管理を確立するための体制について
(1) グループ全体の企業行動規範及びリスク管理方針の策定並びに社員への浸透
(2) 会社の社長を長とし、役員、重要な使用人、関係会社の常勤取締役その他必要な人員を
構成員とする各委員会及び各担当部局の設置並びに指導権限の付与
(3) コンプライアンス推進体制として、総括責任者及び各部門における責任者、推進責任
者、推進担当者を配置
(4) 企業行動規範を踏まえたコンプライアンス規程の策定及び特定の者に権限が集中しない
よう内部での相互牽制機能の確保
(5) リスク管理方針を受けた危機管理計画の策定並びに経営者に直ちに報告すべき重要情報
の対象、重要情報の適時開示を果たすための対外的な広報対応及び大規模な事故、災
害、不祥事等が発生した場合における危機管理本部の設置等の規程及び体制の整備
(6) 取締役及び社員に対する定期的な研修及び関連法規の制定・改正、重大な不祥事、事故
が発生した場合等における速やかな研修の実施

(7) 内部通報制度の整備及び社員への周知
(8) 業務執行部門から独立した内部監査部門の設置、当該部門による各部門の業務プロセス
等の監査並びに不正・誤謬の発見・防止及びプロセス改善の実施

(9) コンプライアンスに関する規程その他の取組み状況の株主に対する積極的な開示
Ⅱ　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制の整備
１　文書管理規程に基づく次の文書（電磁的記録を含む。）及び関連資料の１０年間以上に亘

る保管管理
・株主総会議事録
・取締役会議事録
・監査役会議事録
・計算書類
・文書管理規程に定める重要な決裁書
・その他取締役会が決定する書類

２　文書管理規程に基づく前項に掲げる以外の文書に係る重要度に応じた保管管理
３　取締役及び社員に対する文書管理規程に従った文書の保管管理の指導
Ⅲ　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の整備
１　取締役会の月に１回における定時開催及び必要に応じた臨時開催（取締役会付議案件は、

原則としてセントレアグループ経営決定会議で事前審議）
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業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要

２　取締役会による必要に応じた執行役員の設置
３　取締役及び執行役員の職務の執行状況の取締役会での適宜報告

Ⅳ　財務報告の適正性を確保するための体制の整備
１　取締役会、監査役による財務報告の適正性の確保のための監督・監視体制について
(1) 必要な知識と経験を有する社外取締役の選任
(2) 必要な知識と経験を有する監査役の選任及び監査役の監査環境整備
(3) 重要な非通例的取引、重要な会計上の見積り、会社と取締役との取引、関係会社との取
引等に対する取締役会による管理
(4) 代表取締役等による適正な財務報告作成のための取組みの状況及び重大な誤謬・不正等
の取締役会への報告

２　財務報告の適正性の確保のための体制について
(1) 代表取締役等による適正な財務報告の作成が会社にとって最重要事項であることの全社
員に対する啓蒙

(2) 各業務において行われる取引の発生から会計システムを通じて財務諸表が作成されるプ
ロセスの中における重大な誤謬や不正等が生じる要点のチェック及び誤謬や不正が生じ
ないような内部相互牽制機能等の整備
(3) 上記Ⅰに準じた取締役及び社員に対する研修、内部通報制度の整備、内部監査部門の設
置及び当該部門による監査等並びに危機管理計画に基づく必要な規程及び体制の整備

Ⅴ　会社及び関係会社から成るセントレアグループの業務の適正性確保のための体制の整備
各関係会社の自主性の尊重によりグループ全体の発展を目指しつつ、セントレアグループ全
体の業務の適正性を確保するための各関係会社に対する上記Ⅰ～Ⅳの遵守徹底

Ⅵ　監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制の整備
１　監査役の職務を補助すべき社員に関する事項について
(1) 監査役が求めた場合には、監査役の職務を補助するための社員を設置する。
(2) 監査役の職務を補助する社員は監査役の指揮命令に服し、その人事考課、異動、懲戒に
ついては、監査役の同意を得るものとする。

(3) 監査役の職務を補助すべき社員は、監査役の職務に関する指示があった場合は、指示に
従うものとし、取締役会及び社員は正当な理由なくこれを妨げてはならないものとする。

２　監査役への報告に関する体制について
(1) 取締役及び社員は、コンプライアンスに違反する事実、会社に著しい損害を与えるおそ
れのある事実を発見したときには、監査役（会）に対して、当該事実に関する事項を速
やかに報告しなければならないものとする。

(2) 内部監査部門、リスク管理部門、法務・コンプライアンス部門を担当する取締役は、適
宜、担当部門の業務業況について報告しなければならないものとする。また、内部通報
制度による通報の状況については、速やかに報告するものとする。

(3) 取締役会及び社員は、監査役から業務執行に関する事項の報告を求められた場合には、
速やかに報告を行わなければならないものとする。

(4) 監査役は、セントレアグループ経営決定会議、セントレアグループ経営報告会議、セン
トレアグループコンプライアンス委員会、セントレアグループリスク管理委員会、セン
トレアグループＣＳ推進委員会及びセントレアグループ安全管理委員会に出席し、必要
に応じて意見を述べることができるものとする。

(5) 関係会社の取締役、監査役及び社員は、監査役（会）から業務執行に関する事項の報告
を求められた場合には、速やかに報告を行わなければならないものとする。
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業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要

３　監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと
を確保するための体制について

　　監査役への報告を行った取締役及び社員に対し、当該報告を行ったことを理由に不利益な
取扱いをしてはならないものとし、その旨を会社及び関係会社の取締役及び社員に周知・
徹底するものとする。

４　監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項について
　　監査役の職務の執行について生ずる費用等の請求があった場合には、当該請求に係る費用

等が監査役の職務の執行に必要でないことが明らかに認められる場合を除き、これに応じ
るものとする。

５　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制について
(1) 監査役は、内部監査部門の実施する内部監査に係る計画と監査結果について説明を受
け、必要に応じて調査を求めることができるものとする。また、監査役は、内部監査部
門の実施する監査結果を、内部統制システムに係る監査役監査に実効的に活用できるも
のとする。
(2) 監査役は、取締役、執行役員及び重要な社員からの個別ヒヤリングを、適宜、求めるこ
とができるとともに、代表取締役及び会計監査人それぞれとの間で定期的な意見交換会
の開催を求めることができるものとする。

(3) 監査役は、会計監査人の取締役からの独立性を確保するため、会計監査人の監査計画に
ついて、事前に報告を受けることとする。また、会計監査人の報酬及び会計監査人に依
頼する非監査業務については、監査役（会）の事前承認を要するものとする。
(4) 監査役は、取締役及び社員が監査活動に非協力的な場合には、代表取締役に協力を要請
することができるものとする。

Ⅶ　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、上記に掲げた内部統制システムの整備をしておりますが、その基本方針に基づき、
以下の具体的な取組みを行っております。
・コンプライアンス委員会の開催、コンプライアンスの状況等の把握及び報告体制の維
持、教育研修

・リスク管理方針に基づくリスク管理委員会などを通じたリスク管理の状況・問題等の把
握及び報告、教育研修

・文書管理規程に基づく重要文書の保存、管理
・取締役会の適切かつ適法な開催及び運営
・監査役による重要会議への出席及び重要な決裁文書の監査等並びに取締役、執行役員、
会計監査人との内部統制等に係る意見交換の実施

・経理規程等財務報告に関する諸規程に基づく適正な財務報告作成、報告、監査役及び会
計監査人による監査の実施

・関係会社取締役による重要会議への参加による情報共有
・内部監査室の設置及び監査役の職務を補助するため必要な知識と経験を有する社員の配
置、並びに内部監査室による当グループの内部監査実施

・上記を相互に関連させ業務の適正をより実効的に確保するための、取締役会への定期報
告を含めた、PDCAサイクルの構築及び運用

本事業報告中の記載金額につきましては、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しています。ただし、１株当たり当期純
利益又は１株当たり当期純損失（△）、１株当たり純資産額及び対前期比につきましては、表示単位未満の端数を四捨五入
して表示しています。
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連結貸借対照表

連 結 貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
棚 卸 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
（有 形 固 定 資 産）
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他
（無 形 固 定 資 産）
ソ フ ト ウ エ ア
水 道 施 設 利 用 権
そ の 他

（投 資 そ の 他 の 資 産）
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

繰 延 資 産
社 債 発 行 費　

31,078
27,491
1,968
1,016
635
△32

404,773
(391,944)
93,837
4,369

290,266
35
377
3,057
(4,087)
833
3,214
39

(8,741)
8,623
108
9

380
380　

流 動 負 債 36,642
買 掛 金 571
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 26,701
１年内返済予定の長期借入金 5,123
リ ー ス 債 務 15
未 払 法 人 税 等 95
賞 与 引 当 金 495
ポ イ ン ト 引 当 金 4
そ の 他 3,634

固 定 負 債 323,994
社 債 198,507
長 期 借 入 金 113,999
リ ー ス 債 務 24
繰 延 税 金 負 債 8,014
退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,934
そ の 他 1,513

負 債 合 計 360,636
純 資 産 の 部

株 主 資 本 74,457
資 本 金 83,668
資 本 剰 余 金 27
利 益 剰 余 金 △9,238

その他の包括利 益 累 計 額 26
退職給付に係る調整累計額 26
非 支 配 株 主 持 分 1,112
純 資 産 合 計 75,596

資 産 合 計 436,233 負 債 純 資 産 合 計 436,233
（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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連結損益計算書

連 結 損 益 計 算 書
〔 2022年 4 月 1 日から

2023年 3 月31日まで 〕
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 24,509
売 上 原 価 23,062
売 上 総 利 益 906

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,655
営 業 損 失 （ △ ） △6,749
営 業 外 収 益

受 取 利 息 0
賃 貸 不 動 産 解 約 負 担 金 受 入 額 38
雇 用 調 整 助 成 金 142
そ の 他 76 258
営 業 外 費 用

支 払 利 息 615
社 債 発 行 費 償 却 73
そ の 他 23 712
経 常 損 失 （ △ ） △7,203
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1
固 定 資 産 受 贈 益 5
国 庫 補 助 金 5 13
特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 4
固 定 資 産 除 却 損 162
固 定 資 産 圧 縮 損 2 169
税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 （ △ ） △7,360
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 48
法 人 税 等 調 整 額 △36 12
当 期 純 損 失 （ △ ） △7,372
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 26
親会社株主に帰属する当期純損失（△） △7,398

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書
〔 2022年 4 月 1 日から

2023年 3 月31日まで 〕
（単位：百万円）

株 主 資 本 その他の包括利益
累 計 額

非 支 配
株主持分

純 資 産
合 計

資 本 金 資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

株 主 資
本 合 計

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 83,668 － △1,839 81,828 12 12 1,310 83,150

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属
する当期純損失（△) △7,398 △7,398 △7,398

連結子会社株式の
追 加 取 得 に よ る
持 分 の 増 減

27 27 △86 △58

株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額
（ 純 額 ）

14 14 △111 △96

当 期 変 動 額 合 計 － 27 △7,398 △7,371 14 14 △197 △7,553

当 期 末 残 高 83,668 27 △9,238 74,457 26 26 1,112 75,596

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 ４社
連結子会社の名称 中部国際空港エネルギー供給株式会社

中部国際空港情報通信株式会社
中部国際空港旅客サービス株式会社
中部国際空港施設サービス株式会社
なお、当連結会計年度において、中部国際空港給油施設株式会社は、
2022年４月１日付で中部国際空港施設サービス株式会社を存続会社と
する吸収合併方式により解散したため、連結の範囲から除いています。

⑵　持分法の適用に関する事項
非連結子会社及び関連会社はないため持分法は適用していません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しています。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　商品 主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）によっています。
　貯蔵品 主として最終仕入原価法による原価法によっています。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産 定額法によっています。

（リース資産を除く） なお、主な耐用年数は次のとおりです。
　建物及び構築物　　　　３年～60年
　機械装置及び運搬具　　３年～22年

ロ．無形固定資産 定額法によっています。
　　　　　　　　　　　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっています。
ハ．リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。
ニ．長期前払費用 定額法によっています。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しています。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しています。
ハ．ポイント引当金 カード会員に付与したポイントの使用による費用負担に備えるため、当

連結会計年度末におけるポイント残高に対する将来の使用見積り額を計
上しています。

－ 30 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2023/05/29 17:31:34 / 23986301_中部国際空港株式会社_招集通知

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

　　④　退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで

方法 の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっています。
ロ．数理計算上の差異及び過去 過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期

勤務費用の費用処理方法 間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処理しています。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分
した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しています。

ハ．小規模企業等における簡便 当社及び一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の
法の採用 計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方

法を用いた簡便法を適用しています。
⑸　重要な収益及び費用の計上基準
　　顧客との契約から生じる収益の計上基準
　　　空港事業においては、主に空港施設等の整備・運営を行い、顧客に対して航空機の発着や給油、旅客施

設等に関するサービス（以下、「空港施設等のサービス」）を提供する義務を負っています。当該履行義
務は顧客が空港施設等を利用することで充足され、履行義務の充足をもって収益を認識しています。空港
施設等のサービスに関する取引の対価は、履行義務の充足時点から概ね翌月末までに受領しており、対価
の金額に重要な金融要素は含まれていません。また、空港事業に係る顧客との契約から生じる収益につい
ては、顧客との契約等において約束された対価から一定期間の運航実績等に応じて契約条件等に基づいた
返金額を控除した金額で測定しています。当該返金額は運航実績等に応じて決定されるものであり測定さ
れた収益の額に重要な不確実性はありません。

　　　商業事業においては、主に直営店舗での物販等の販売を行い、顧客に対して商品を引き渡す義務を負っ
ています。当該履行義務は顧客へ商品を引き渡すことで充足され、引渡時点で収益を認識しています。ま
た、顧客への商品の販売と同時に取引先より商品を仕入れる、いわゆる消化仕入については、当社グルー
プの役割が代理人としての性質が強いと判断されるため、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控
除した純額で収益を認識しています。商品を引き渡した対価は、履行義務の充足時点から概ね翌月末まで
に受領しており、対価の金額に重要な金融要素は含まれていません。

　　　交通アクセス施設事業においては、主に企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲
に含まれる有料駐車場の運営管理事業及び交通アクセス施設の賃貸等のため、顧客との契約から生じる収
益の範囲外としています。

⑹　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　重要な繰延資産の処理方法

　社債発行費 社債の償還までの期間にわたり均等償却しています。

２．収益認識に関する注記
⑴　収益の分解

　当社グループは、空港事業、商業事業及び交通アクセス施設事業を営んでおり、各事業の主な財又はサー

－ 31 －



2023/05/29 17:31:34 / 23986301_中部国際空港株式会社_招集通知

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

有形固定資産
無形固定資産

391,944百万円
4,087百万円

ビスの種類は、空港サービスの提供、商品の販売及び駐車場の提供等です。
　また、各事業の売上高は16,021百万円、6,615百万円及び1,871百万円です。

⑵　収益を理解するための基礎となる情報
　1.(5)重要な収益及び費用の計上基準に記載のとおりです。

⑶　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から当連結会計年度の末日後に認識すると見込まれる収益の金額
及び時期に関する情報

　①　契約資産及び契約負債の残高等
　　　　当社及び連結子会社における顧客との契約から生じた契約資産及び契約負債の残高は、重要性が乏し

いため、記載を省略しています。
　②　残存履行義務に配分した取引価格
　　　　当社及び連結子会社では、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法

を適用し、記載を省略しています。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれてい
ない重要な金額はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
　（連結損益計算書）

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示していた「賃貸不動産解約負担
金受入額」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しています。

なお、前連結会計年度における「賃貸不動産解約負担金受入額」は39百万円です。
前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示していた「社債発行費償却」

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しています。
なお、前連結会計年度における「社債発行費償却」は67百万円です。

前連結会計年度において、独立掲記していた「営業外費用」の「シンジケートローン手数料」（当
連結会計年度は２百万円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「営業外費用」
の「その他」に含めて表示しています。

４．会計上の見積りに関する注記
　固定資産の減損

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　　　2023年３月31日現在、連結貸借対照表において、有形固定資産を391,944百万円、無形固定資産を4,087

百万円計上しており、減損損失が生じた場合、当社の業績に与える影響は重要となる可能性があります。
　　　当連結会計年度においては、減損損失の認識の判定を実施した結果、減損損失の計上は不要と判断していま

す。
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連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

有形固定資産
建物及び構築物 73百万円
機械装置及び運搬具 1,552百万円
その他 434百万円

無形固定資産
ソフトウエア 9百万円

計 2,070百万円

普通株式 1,673,360株

　　　減損損失の認識の判定においては、資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フ
ローの総額を算定することになりますが、将来キャッシュ・フローは、該当する資産又は資産グルー
プを統括する経営者によって承認された将来の事業計画を基礎とし、事業計画後の期間は、将来の不
確実性を考慮して成長率を見積もっています。当該事業計画は、主として旅客数に一定の仮定を用い
ており、これらの影響を受けて変動します。経営者が使用している仮定は、将来の市場動向や資源価
格の変動等の経済情勢、地政学的リスク、会社の決定の影響を受け、これには新型コロナウイルス感
染症に関連する影響が含まれます。

　　　なお、新型コロナウイルス感染症の感染状況は、当連結グループの主要な収益の基本となる、航空
機の運航に大幅な影響を与えています。航空機の運航状況は当連結グループの今後の業績に影響を及
ぼしますが、2025年度には回復するものと仮定して、会計上の見積りを行っています。

　　　当該見積り及び当該仮定について、新型コロナウイルス感染症や航空旅客数の予測などの重要な不
確実な条件により見直しが必要となった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において減損損失（特
別損失）が発生する可能性があります。

５．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保付債務

中部国際空港の設置及び管理に関する法律（平成10年法律第36号）第７条の規定により、当社の財産
を社債225,200百万円（額面）の一般担保に供しています。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額　　  　　　　　　　　　　　　195,413百万円
⑶　国庫補助金等により取得原価から控除した固定資産の圧縮記帳累計額

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
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連結貸借対照表計上額 時価 差額
社債（１年内償還予定額を含む）
長期借入金（１年内返済予定額を含む）

225,209
119,122

224,068
115,478

△1,141
△3,644

　負債計 344,332 339,547 △4,785

７．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項
　　　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達していま

す。資金運用は短期的な預金等に限定して運用しています。また、短期的な資金は銀行借入により調達し
ています。営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていますが、債権管理規程に従い、取引
相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図
っています。営業債務である買掛金は、一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されてい
ますが、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日です。

　　　社債及び借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日及び返済日は最長で
決算日後40年です。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　　　2023年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりです。
　　　なお、現金及び預金、売掛金及び買掛金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ

等しいことから、記載を省略しています。
（単位：百万円）

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しています。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該
時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の
算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しています。

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
　該当事項はありません。
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連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債（１年内償還予定額を含む）
長期借入金（１年内返済予定額を含む）

ー
ー

224,068
115,478

ー
ー

224,068
115,478

　負債計 ー 339,547 ー 339,547

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高
49,467 △596 48,871 99,307

１株当たり純資産額 44,511円95銭
１株当たり当期純損失（△） △4,421円47銭

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注） 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
社債（1年内償還予定額を含む）

社債の時価については、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引い
た現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しています。

長期借入金（1年内返済予定額を含む）
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引
いて算定しており、レベル２の時価に分類しています。

８．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項
　　　当社では、愛知県常滑市において、賃貸用の土地、オフィスビル（土地を含む。）及び時間貸駐車場を

有しています。
⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：百万円）

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
２．当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減価償却費（△660百万円）です。
３．当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づいて算定した

金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）です。

９．１株当たり情報に関する注記

10．その他の注記
（追加情報）

（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）
当社及び一部の連結子会社は、当連結会計年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行して

います。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グル
ープ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８
月12日。）に従っています。
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貸借対照表

貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
（有 形 固 定 資 産）
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
（無 形 固 定 資 産）
ソ フ ト ウ エ ア
水 道 施 設 利 用 権
そ の 他

（投 資 そ の 他 の 資 産）
関 係 会 社 株 式
長 期 前 払 費 用
そ の 他

繰 延 資 産
社 債 発 行 費　

30,564
27,098
1,931
723
247
596
△32

404,618
（390,913）
55,950
37,583
3,693
24

3,040
290,266

25
328

（4,077）
824
3,214
38

（9,627）
996
8,621

9
380
380　

流 動 負 債 38,671
買 掛 金 403
関 係 会 社 短 期 借 入 金 2,348
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 26,701
１年内返済予定の長期借入金 5,123
未 払 法 人 税 等 76
賞 与 引 当 金 197
ポ イ ン ト 引 当 金 4
そ の 他 3,816

固 定 負 債 322,969
社 債 198,507
長 期 借 入 金 113,999
繰 延 税 金 負 債 8,014
退 職 給 付 引 当 金 920
そ の 他 1,527

負 債 合 計 361,641
純 資 産 の 部

株 主 資 本 73,922
資 本 金 83,668
利 益 剰 余 金 △9,745
そ の 他 利 益 剰 余 金 △9,745
中部国際空港整備準備金 18,637
繰 越 利 益 剰 余 金 △28,383

純 資 産 合 計 73,922
資 産 合 計 435,564 負 債 純 資 産 合 計 435,564

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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損益計算書

損 益 計 算 書
〔 2022年 4 月 1 日から

2023年 3 月31日まで 〕
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 24,271
売 上 原 価 23,939
売 上 総 利 益 332
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,989
営 業 損 失 （ △ ） △6,657
営 業 外 収 益

受 取 利 息 0
受 取 配 当 金 143
業 務 受 託 料 85
賃 貸 不 動 産 解 約 負 担 金 受 入 額 38
そ の 他 62 330
営 業 外 費 用

支 払 利 息 87
社 債 利 息 528
社 債 発 行 費 償 却 73
そ の 他 11 700
経 常 損 失 （ △ ） △7,027
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1
固 定 資 産 受 贈 益 5
国 庫 補 助 金 5 13
特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 4
固 定 資 産 除 却 損 162
固 定 資 産 圧 縮 損 2 169
税 引 前 当 期 純 損 失 （ △ ） △7,184
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △25
法 人 税 等 調 整 額 ー △25
当 期 純 損 失 （ △ ） △7,158

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

－ 37 －



2023/05/29 17:31:34 / 23986301_中部国際空港株式会社_招集通知

株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書
〔 2022年 4 月 1 日から

2023年 3 月31日まで 〕
（単位：百万円）

株 主 資 本

純 資 産
合 計

資 本 金

利 益 剰 余 金

株 主 資 本
合 計そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金
合 計中部国際空港

整 備 準 備 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 83,668 18,637 △21,224 △2,586 81,081 81,081

当期変動額

当期純損失（△） △7,158 △7,158 △7,158 △7,158

当期変動額合計 － － △7,158 △7,158 △7,158 △7,158

当期末残高 83,668 18,637 △28,383 △9,745 73,922 73,922

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法によっています。
②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）によっています。

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法によっています。
⑵　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定額法によっています。
（リース資産を除く） 　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

　建物　　　　　　　　　 3 年～38年
　構築物　　　　　　　　10年～60年
　機械及び装置　　　　　 5 年～22年
　工具、器具及び備品　　 2 年～20年

②　無形固定資産 定額法によっています。
　　　　　　　　　　　　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっています。
③　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。
④　長期前払費用 定額法によっています。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率により､貸

倒懸念債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しています。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上していま
す。

③　ポイント引当金 カード会員に付与したポイントの使用による費用負担に備えるため、当
事業年度末におけるポイント残高に対する将来の使用見積り額を計上し
ています。

④　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の
見込額に基づき計上しています。退職給付引当金及び退職給付費用の計
算には、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方
法を用いた簡便法を適用しています。

⑷　収益及び費用の計上基準
　　顧客との契約から生じる収益の計上基準
　　　空港事業においては、主に空港施設等の整備・運営を行い、顧客に対して航空機の発着や給油、旅客施

設等に関するサービス（以下、「空港施設等のサービス」）を提供する義務を負っています。当該履行義
務は顧客が空港施設等を利用することで充足され、履行義務の充足をもって収益を認識しています。空港
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

有形固定資産
無形固定資産

390,913百万円
4,077百万円

施設等のサービスに関する取引の対価は、履行義務の充足時点から概ね翌月末までに受領しており、対価
の金額に重要な金融要素は含まれていません。また、空港事業に係る顧客との契約から生じる収益につい
ては、顧客との契約等において約束された対価から一定期間の運航実績等に応じて契約条件等に基づいた
返金額を控除した金額で測定しています。当該返金額は運航実績等に応じて決定されるものであり、測定
された収益の額に重要な不確実性はありません。

　　　商業事業においては、主に直営店舗での物販等の販売を行い、顧客に対して商品を引き渡す義務を負っ
ています。当該履行義務は顧客へ商品を引き渡すことで充足され、引渡時点で収益を認識しています。ま
た、顧客への商品の販売と同時に取引先より商品を仕入れる、いわゆる消化仕入については、当社グルー
プの役割が代理人としての性質が強いと判断されるため、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控
除した純額で収益を認識しています。商品を引き渡した対価は、履行義務の充足時点から概ね翌月末まで
に受領しており、対価の金額に重要な金融要素は含まれていません。

　　　交通アクセス施設事業においては、主に企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲
に含まれる有料駐車場の運営管理事業及び交通アクセス施設の賃貸等のため、顧客との契約から生じる収
益の範囲外としています。

⑸　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　繰延資産の処理方法

　社債発行費 社債の償還までの期間にわたり均等償却しています。

2．収益認識に関する注記
　収益を理解するための基礎となる情報

　1.(4)収益及び費用の計上基準に記載のとおりです。

3．表示方法の変更に関する注記
　（損益計算書）

前事業年度において、独立掲記していた「営業外費用」の「シンジケートローン手数料」（当事業年
度は２百万円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「営業外費用」の「その他」に
含めて表示しています。

４．会計上の見積りに関する注記
　固定資産の減損

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　　　詳細は連結注記表「4．会計上の見積りに関する注記」を参照ください。
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

①　短期金銭債権 72百万円
②　短期金銭債務 1,064百万円

有形固定資産
建物 12百万円
機械及び装置 108百万円
工具、器具及び備品 433百万円

無形固定資産
ソフトウエア 9百万円

計 564百万円

売上高 521百万円
営業費用 8,143百万円

②　営業取引以外の取引による取引高 232百万円

５．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保付債務

中部国際空港の設置及び管理に関する法律（平成10年法律第36号）第７条の規定により、財産を社債
225,200百万円（額面）の一般担保に供しています。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　  191,753百万円
⑶　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

⑷　国庫補助金等により取得原価から控除した固定資産の圧縮記帳累計額

６．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
①　営業取引による取引高
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

繰延税金資産
賞与引当金 59百万円
貸倒引当金 9百万円
ポイント引当金 1百万円
未払事業税 42百万円
未払費用 79百万円
退職給付引当金 276百万円
長期未払金 4百万円
減損損失 52百万円
繰越欠損金 10,807百万円
その他 167百万円

繰延税金資産小計 11,501百万円
評価性引当額 △11,501百万円
繰延税金資産合計 ー百万円
繰延税金負債
　中部国際空港整備準備金 △8,014百万円
繰延税金負債合計 △8,014百万円
繰延税金負債の純額 △8,014百万円

（単位：百万円）

種 類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取引金額 科 目 期 末 残 高

法 人 主
要 株 主

国土交通省
（国土交通大臣）

 被所有
  直接　39.99％

土地の賃貸及び
資金の借入等

資 金 の 借 入
（注） ー １年内返済予定の長期借入

金長期借入金
3,784

66,108

７．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

⑵　法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社は、当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しています。

また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号
2021年８月12日。）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会
計処理並びに開示を行っています。

８．関連当事者との取引に関する注記
⑴　親会社及び主要株主等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
資金の借入については無利息です。
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（単位：百万円）

種 類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取引金額 科 目 期 末 残 高

子 会 社 中部国際空港
施設サービス㈱

 所有
  直接　100％

空港施設保守管
理業務の委託

役員の兼任３名

空港施設保守管
理業務の委託

（注）
3,398 未払金 580

１株当たり純資産額 44,176円16銭
１株当たり当期純損失（△） △4,278円06銭

⑵　関連会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
1.　価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定し
　　ています。
2.　取引金額には消費税等を含めていません。期末残高には消費税等を含めています。

９．１株当たり情報に関する注記
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 髙 橋 寿 佳
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 加 納 俊 平

2023年５月12日
中部国際空港株式会社
　取 締 役 会　御 中　

有限責任監査法人トーマツ
　名　古　屋　事　務　所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、中部国際空港株式会社の2022年４月１
日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及
びその他の注記について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、中部国際空港株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重
要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表
示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の
判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事
象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適
切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書
類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。
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連結計算書類に係る会計監査報告

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関す
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、
監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 46 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2023/05/29 17:31:34 / 23986301_中部国際空港株式会社_招集通知
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独立監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 髙 橋 寿 佳
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 加 納 俊 平

2023年５月12日
中部国際空港株式会社
　取 締 役 会　御 中　

有限責任監査法人トーマツ
　名　古　屋　事　務　所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、中部国際空港株式会社の2022
年４月１日から2023年３月31日までの第25期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書
（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に
よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起
すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書
類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告
書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業
として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、
構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどう
かを評価する。
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計算書類に係る会計監査報告

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に
関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる
事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第25期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告します。
1．監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査役監査規則、監査役会規則、監査役監査実施要綱等を定め、コロナの影響

が長期化する中での業務・組織・要員・設備の状況、内部統制システムの具体的実施状況等
を重点項目として設定し、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほ
か、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役監査実施要綱等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思
疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施
しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、決議事項や報告事項に関して必要に応じて質問しな
がら、審議の経過や結果を掌握しました。取締役及び主要な執行役員については、個別に
ヒアリングを行い、社外取締役とも意見交換を行うとともに、必要の都度、取締役及び使
用人等からその職務の執行状況について報告を受け、説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧するとともに、必要に応じて現場に赴き、業務及び財産の状況を調査しました。
子会社については、監査役３名が分担して子会社の監査役を兼務することにより、担当す

る各監査役が親会社に対する監査と同様の方法で業務及び財産の状況を調査しました。ま
た、監査役を兼務していない子会社については、当該子会社の監査役等との意思の疎通及び
情報交換に努めるとともに、必要に応じて事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている内部統制システム（取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の
適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、監視及び
検証しました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。なお、監査上の主要な検討事項（KAM）については、選定項目や記載内容
に関し会計監査人と継続的に協議を行うとともに、その監査の実施状況について適宜報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から、「職務の遂行が適正に
行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監
査に関する品質管理基準」（令和3年11月16日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

常勤社外監査役 池田　　潤 ㊞

常勤社外監査役 坂野　恵三 ㊞

社 外 監 査 役 小山　祥之 ㊞

④ 内部監査部門とは、定例的に意見交換を行い、内部監査の結果について適宜報告を受ける
等により、引き続き密接な連携を図りました。会計監査人と意見交換を行う際には原則と
して内部監査部門が同席する等により、三様監査の推進を図りました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討しました。

2．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。なお、当監査役会としては、グループ全体として内部統制シス
テムの整備・強化、中でも運用面での一層の実効性向上が図られるよう、組織・人員体制
を含めて、引き続き取締役の対応を監視及び検証していきます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月18日
中部国際空港株式会社　監査役会

　
以　上
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地図

公共交通機関をご利用の場合
　●名古屋鉄道空港線「中部国際空港」駅から徒歩で約５分です。

お車をご利用の場合
　●Ｐ１、Ｐ２駐車場をご利用いただける駐車券を配布しますので、
お車でお越しの方は当日会場受付でお申し出ください。

株主総会会場ご案内
会　場　愛知県常滑市セントレア一丁目１番地

第２セントレアビル４階　セントレアホール
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